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THE ORIGINS OF JAPANʼS DEMOCRATIC CONSTITUTION 171 （Univ. P. of America, 2000））
は、占領政策期の方針転換を今なお克服できていないことを示している。
（97）　高橋眞「『日本的法意識』論について（その３）―ジョン・ダワー著『敗北を抱
きしめて』と『日本的』社会観念」社会システム研究（京都大学）５号（2002年）
11-24頁は、ダワーが抽出した「明治以後の日本人を支配した『早く変わること』と
いう強迫観念と、それによる大勢順応主義の問題は、現在の課題に通ずる」（23頁）
と指摘した上で、「不十分な点があるとしても、50年以上にわたって民主主義の原則
を具体化する経験を積み重ねてきたのであり、しかもその経験は、外国の教科書に
よるのではなく、自らの歴史の中で作り上げたもの」（同上）であるとして、ダワー
の指摘する問題の克服につながる経験を評価する。そうした積み重ねに対する評価
は重要であるが、それはあくまでも「部分的」（20頁）な経験であって、大枠となる
図式への大勢順応主義を覆すものではない。
（98）　久野収・鶴見俊輔・藤田省三『戦後日本の思想』（岩波現代文庫、2010年（初出
は中央公論社、1959年））105頁〔久野収執筆〕。
（99）　そうした点が、例えば、人権教育における「一般国民の意識と憲法学者の常識の
ズレ」として表れてくるのではなかろうか。この点の指摘について、横大道聡・岩
切大地・大林啓吾・手塚崇聡「人権教育についての覚書―憲法学の立場から」教育
実践研究紀要（鹿児島大学）19巻（2009年）1-11頁。
占領憲法の影響に関する比較研究序説（岡田） 267
第三に、憲法をとらえる視点の多様さである。比較憲法研究といえば、
アメリカ・イギリス・ドイツ・フランスといった欧米中心主義が主流の日
本の憲法学からすれば、実にグローバルな視点からなされている比較憲法
研究はかなり異質に映る。実際、イラク占領憲法について、日本の占領憲
法との比較という面でなされた研究をわが国の憲法学の業績から見出すこ
とは困難である。だが、それは、わが国の学問的関心が低いというより、
その科学的な憲法研究の方法論の構築と理解に欠けているからではなかろ
うか。この意味において、内的視点から離れ、世界各国の憲法についてあ
たかも博物学のごとく一定の基準により機械的に分類するモデル化理論や
統計学的手法は、日本の憲法学にとっても有用であろう。確かに、近代憲
法の導入が明治日本の課題であり、それを背景に法学が発展したことを考
えれば、その研究対象の主眼が近代憲法に置かれることは理解できる。し
かし、国家統治の原理・原則を考察するにあたって近代憲法に限定し、他
の固有の意味の憲法を除外する理由はなかろう。
とかく諸外国の理論や法制度の分析・紹介に重点が置かれていた日本の
憲法学にあって、諸外国から日本国憲法および憲法学がどのように紹介さ
れているのかを知ることは、憲法理論の新たな地平を開く意義がある。占
領憲法というテーマは、そうした研究に適した分野であると言えるのであ
る。
【追記１】本稿は、平成25年度科学研究費補助金（基盤研究（Ｃ））「欧米諸国における
日本憲法研究の状況をめぐる憲法学的検証」（課題番号25380038）による成
果の一部である。
【追記２】本稿は、筆者が2012年３月22日に行った報告「アメリカ憲法・統治思想のア
ジアへの影響について考える―被占領国家における憲法制定」（慶應義塾大学
グローバルセキュリティ研究所アメリカ憲法ワークショップ）の内容の一部
を含んでいる。
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